
北朝鮮の弾道ミサイル発射と核実験への抗議を求める意見書 

 

 北朝鮮は、2017 年７月４日と 28 日の２回にわたり、ＩＣＢＭ（大陸間弾道弾）「火

星 14」の発射実験を強行し、さらに、８月 29 日には、中距離弾道ミサイル「火星 12」

の発射訓練を実施、ミサイルは、日本上空を通過し、北太平洋に落下した。 

 その時に鳴り響いたＪアラートは、現代の空襲警報であると言われる程、国民に脅威

を与えた。また、９月 15 日には弾道ミサイルを発射し、いつ、またどこへ弾道ミサイ

ルを発射するのかわからない現状に国民は脅威を感じつづけている。 

 2006 年 10 月の１回目の核実験から 2016 年の９月までに５回の核実験が行われてい

るが、今回の９月３日の６回目の核実験は、今までの規模の約 10 倍、広島原爆の約４

倍から 10 倍と言われており、核実験の回数を重ねるごとに性能は増し、規模は拡大し

ている。 

 北朝鮮の核兵器研究所は、ＩＣＢＭ搭載用水爆に完全に成功したと発表したが、それ

らは日本のみならず、北朝鮮から 5,000 キロメートル以内の国は射程内である確率が高

いということを表している。 

 よって、当市議会は、市民の生命財産を危機にさらし、わが国のみならず世界の平和

と安全を損ない、平和を希求する国際社会への挑発行為となる弾道ミサイル発射と核実

験に対して強く抗議をするとともに、政府は関係各国と連携し、北朝鮮の弾道ミサイル

発射と核実験を断念させるよう強く要請する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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